
平成 29 年度 関東農政局国営土地改良事業等事後評価技術検討会(第２回) 

議事録 

日時：平成 29 年７月５日（水） 

場所：さいたま新都心合同庁舎 2号館

11 階共用小会議室 1101 

中村委員長 

それでは、これより議事次第に従いまして、議事を進めたいと思います。委

員の皆様には忌憚のないご意見をお願いします。 

国営総合農地防災事業事後評価「渡良瀬川中央地区」について、説明をお願

いします。 

－ 土地改良管理課より渡良瀬川中央地区評価結果書（案）について説明 － 

石野委員 

 総費用総便益比が 4.0 を超えており高い印象を受けます。災害防止効果にお

ける一般資産、公共資産の災害防止効果が大きいようです。農水省の事業とし

て農水省の予算で行う事業において、公共資産、一般資産の災害防止効果が大

きいことは事業の目的と照らしてどのように考えればいいのでしょうか。 

白坂農政調整官 

 総合農地防災事業の目的は農地と農作物の湛水被害の防止です。附帯的に一

般資産、公共資産の被害も軽減されているため、附帯的な効果として算定して

います。本地区は受益地内で湛水しているエリアの都市化が進んだこともあ

り、一般資産の効果が大きく出ていますが、農作物の湛水被害が防止されてお

り本来の事業目的を達成していると考えます。 

川口委員 

①同じく災害防止効果について、一般資産、公共資産の占める面積の割合等、

仕分けができれば理解しやすいのではないでしょうか。 

②人口構成から言えば、地域全体の戸数のうち農家戸数の割合は少なく、その

割合の少ない人のための事業に見えてしまいます。今後、農業全体の課題とし

て、法人などが担い手として増える中、農家が地縁だけで農地や農業用用排水

施設を守っていくことは難しくなっていくと思われます。農地や農村を守り、

維持管理を行う主体は農家だけでなく、防災等の効果を享受している住民も含
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めた地域全体でなければならないことを、維持管理上の課題として記載し、関

係機関の行政の方にも課題意識を持ってほしいという思いがあります。 

 

小倉委員 

 災害防止効果の一般資産や公共資産に対する効果が大きいことについては、

むしろ農業が幅広く一般社会を守っているとアピールすべきことではないでし

ょうか。評価結果書の基礎資料（案）では、公共における災害防止効果は半ペ

ージしか記載がありません。湛水面積がこれだけ減少した等、定量的に防災の

目的を強調できれば良いのではないでしょうか。 

 

石野委員 

 課題の中では、事業の効果を享受している農業者以外の地域の自治体を含め

た維持管理のあり方について言及するべきではないでしょうか。 

 

白坂調整官 

 排水機場は板倉町が管理するなど、土地改良区以外の管理者もあります。維

持管理のあり方について、課題として記載するか検討したいと考えます。 

 

北田委員 

 全国的な問題として、維持管理やごみの投棄の問題も含めて、地域住民の理

解が十分でないことは課題としてあると考えます。 

 作物生産については、排水改良だけでなく、これまでの用水改良や基盤整備

の効果とも併せて考えれば、さらに効果としては高くなるし、農地中間管理機

構と連携すればより効果が高まるものと感じます。 

 

以上 
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